
３ 当年度に譲渡を行い、次年度以降納付を行う資産

名 称 用 途 種 類 帳 簿 価 額 不要財産となった理由 国庫納付
の方法 譲渡収入額 控 除 額 国庫納付額 国庫納付年月日 減 資 額

小田原工場（一
部） 保育園

土地 205¶611¶084円

利用を廃止し、自己で
活用する見込みがない
ため

譲渡収入
による国
庫納付

265¶201¶861円 `円 `円 ` `円

建物
構築物
工具器具
備品
貯蔵品

54¶656¶111円

合 計 260¶267¶195円 265¶201¶861円 `円 `円 `円

~ 譲渡収入額に記載した金額のうち169¶423¶530円は未収金及び長期未収金であります。また、控除額、国庫納付額、国庫納付年月日及び減資額は、国庫納付が行われていないため未定であります。

２ 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 48¶430¶352¶646円 48¶430¶352¶646円 0円

] 有価証券

満期保有目的の債券 10¶263¶824¶229円 10¶326¶400¶000円 62¶575¶771円

^ 売掛金 2¶433¶155¶913円 2¶433¶155¶913円 0円

_ 未収金 383¶129¶252円 381¶155¶386円 � 1¶973¶866円

貸倒引当金 � 364¶963円 � 364¶963円 0円

382¶764¶289円 380¶790¶423円 � 1¶973¶866円

` 投資有価証券

満期保有目的の債券 7¶995¶597¶596円 8¶314¶700¶000円 319¶102¶404円

a 長期性預金 5¶000¶000¶000円 5¶000¶000¶000円 0円

b 長期未収金 132¶931¶170円 129¶970¶370円 � 2¶960¶800円

貸倒引当金 � 1¶779¶596円 � 1¶779¶596円 0円

131¶151¶574円 128¶190¶774円 � 2¶960¶800円

c 買掛金及び未払金 (6¶346¶748¶760円) (6¶346¶748¶760円) 0円

d 国庫納付未払金 (303¶070¶194円) (303¶070¶194円) 0円

e 預り金 (174¶704¶366円) (174¶704¶366円) 0円

(注１) 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

Û 賃貸等不動産の時価等
当法人は、東京都その他の地域において土地を賃貸しております。また、廃止した宿舎の敷地等
将来の使用が見込まれていない不動産を保有しております。
これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期末の時価

前期末残高 当期増減額 当期末残高

賃貸不動産 土地 926¶868¶262円 0円 926¶868¶262円 930¶897¶590円

将来の使用
が見込まれ
ていない不
動産

土地 5¶827¶901¶000円 � 137¶290¶000円 5¶690¶611¶000円 5¶690¶611¶000円

建物 192円 � 68円 124円 124円
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(注２) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\ 現金及び預金、^ 売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

] 有価証券、` 投資有価証券
満期保有目的の債券は、原則として取引金融機関から提示された価格によっております。

_ 未収金、b 長期未収金
一般債権は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿
価額によっております。
ただし、小田原工場（一部）の譲渡収入額は、利息を含めて計上しているため元本を時
価として計上しております。
貸倒懸念債権等特定の債権の時価は、帳簿価額から貸倒引当金を控除した価額としてお
ります。

a 長期性預金
期間に基づく区分毎に、新規に預金を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価
値によっております。

c 買掛金及び未払金、d 国庫納付未払金、e 預り金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

Ú 金融商品の時価等

１ 金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については短期的な預金及び長期的な公共債等に限定しております。

売掛金及び未収金の未収債権に係るリスクに対して、国立印刷局会計細則の規定に基づき、債

権ごとに期日管理を行うことにより対応しております。

また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき公共債のみを保有してお

り株式等は保有しておりません。
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